
本県が実施した汚染への対応

平成13年末に藤沢市が行った調査により、引地川支川の一色川に流入する雨水排水路の水質において、
ダイオキシン類が環境基準値（1pg-TEQ/L）を超過（6.2pg-TEQ/L）していること、その後本県が行った
発生源究明調査により、ダイオキシン法の規制対象外の事業所（以下「未規制発生源」といいます。）から
排出水と排出ガス中にダイオキシン類が含まれていることを確認しました。さらに、県内の類似の工程を有
する事業所への立入調査の結果、秦野市内の事業所の排出水と排出ガスにダイオキシン類が含まれているこ
とを確認しました。
このため、これら未規制発生源の調査結果を環境省へ提供するとともに、この工程から出る排出ガスの洗
浄施設等をダイオキシン法の特定施設とするよう、環境省へ働きかけているところです。また、未規制発生
源の確認以降、周辺環境の実態調査を実施するとともに、当該事業所には排出抑制対策を要請しました。
この未規制発生源を詳細に調査した結果、製造工程のうちフラックス※9を使用する半田付け工程からダイ

オキシン類が発生していることを確認しました。そこで、県の環境科学センターがその発生メカニズムにつ
いて検討し、半田付け等の加熱を伴う作業をする際、比較的大きな分子量を持つ有機化合物と塩化物イオン
の共存する条件では、金属の触媒作用によりダイオキシン類が生成することが明らかになりました。特に、
鉄や銅と芳香族化合物が共存する場合、多量に発生することが分かりました。（詳細は平成15年度神奈川県
環境科学センター研究報告に記載。）
当該事業所の施設はダイオキシン法の規制対象施設ではないため、同法による排出基準は適用されません
が、ダイオキシン類の発生する半田付け工程のない製品への切り替えを順次進めています。

（1） 経緯

未規制発生源を有する2つの事業所の周辺において、平成16年度に引き続き、平成17年度においても環境
影響を把握するため、敷地境界付近において周辺大気調査及び周辺水域調査を実施しました。その結果、問
題のない状況であることを確認しました。

（2） 周辺環境の状況

1 ダイオキシン法未規制発生源への対応

ア　周辺大気調査
平成17年度は藤沢市内及び秦野市内の4地点で調査をした結果、年間の平均値は0.089～0.22pg-TEQ
/m3となり、すべての調査地点において大気の環境基準（0.6pg-TEQ/m3以下）に適合していました（図
14，15）。未規制発生源である両事業所の対策の効果により、周辺大気のダイオキシン類濃度は、調査
を開始した平成14年度と比較して低下していると考えられます。
なお、この調査は、全県で実施したダイオキシン類常時監視調査の期間と時期を合わせて実施しました。

※9 部品の表面の洗浄や、半田の乗りを良くする目的で使用する、有機酸、アミン、無機酸、無機塩、界面活性剤の混合溶液。
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秋葉台中学校　　（藤沢市）
隣接工場内　　　（藤沢市）
水道局六間配水場（秦野市）
隣接事業所内　　（秦野市）

未規制発生源周辺の環境影響を調査。風向きによる影響を考慮
して2地点を選定。

図14 周辺大気調査結果の経年変化（藤沢市） 図15 周辺大気調査結果の経年変化（秦野市）



イ　周辺水域調査
平成17年度は、周辺河川に流入する排水口等で、水質及び底質中のダイオキシン類の調査を実施しま

した。その結果、水質、底質共に全地点で環境基準（水質；1pg-TEQ/L以下、底質；150pg-TEQ/g以
下）に適合していました（図16～18）。ただし、藤沢市で実施した調査では、ほぼ同じ地点（一色川一
色下橋下流排出口）での調査結果が2.0pg-TEQ/L（ 14ページ）と環境基準値（1pg-TEQ/L）を超過
しており、調査時期により濃度の変動があると考えられます。

生産活動に伴い発生するダイオキシン類によって周辺環境に悪影響を及ぼすことがないよう、事業所では
発生抑制の取組を続けています。県では、このような取組により、環境基準に適合する状態が継続している
かどうかを確認するため、また、調査時期による濃度変動があると考えられるため、平成１８年度も周辺の
大気や水域について、引き続き調査を実施しています。

（3） 今後の対応

2 県内のダイオキシン類汚染への対応事例

県では、これまでに実施したダイオキシン類調査において、環境基準値を超過するなど、高い濃度が確認
された地域においては、その後の経過を確認するための調査を実施しています。
引地川水系のダイオキシン汚染に付随して平成12年に実施した河川の緊急調査において、環境基準値を

超過した地点の流域等で、汚染原因を究明するための詳細調査を実施しています。また、周辺環境への影響
を確認する調査も併せて行っており、これまでに9地域で調査を実施しました。
環境影響が無いことを確認した地域については調査を終了し、その結果平成17年度は、平成16年度に引

き続き3地域（図19）で調査を行いました。これらの事例は、現在も県で継続して監視等を実施しているも
のです。
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図16 周辺水質調査結果の経年変化（藤沢市） 図17 周辺水質調査結果の経年変化（秦野市）

図18 周辺底質調査結果の経年変化（秦野市）

一色川一色下橋排水口（藤沢市）
葛葉川葛葉橋排水口　（秦野市）

未規制発生源による直接の環境影響を調査。
発生源に近接する公共用水域を選定。

葛葉川葛葉橋下流　　（秦野市）

未規制発生源による周辺の環境影響を調査。影
響が考えられる公共用水域の下流域を選定。



平成12年7月に実施したダイオキシン類調査において、目久尻川水系下流域の宮山大橋で水質が、1.8pg-
TEQ/Lと環境基準値（1pg-TEQ/L）を超過していることが確認されました。そこで、平成13年度に汚染源
を究明するために詳細な調査を実施しましたが、目久尻川本川においては環境基準値を超過した原因を特定
することができませんでした。平成14年度以降、目久尻川への流入水を中心に年2回の調査を実施した結果、
夏季の調査で環境基準値を一時的に超過した地点（最高4.5pg-TEQ/L）がありました。平成17年度の調査
においても、一時的に環境基準値を超過（3.4pg-TEQ/L）しており、夏季に濃度が高くなることを確認し
ました。環境基準値を超過したことから、平成18年度も監視を継続しています。

（1） 目久尻川水系（藤沢市、海老名市、寒川町内）

平成12年に判明した引地川水系ダイオキシン汚染事件に関連して、その後の影響を把握するため、平成
13年度から、引地川水系下流域及び周辺海域等において、水質及び底質の調査を実施しています。平成13
年度から16年度の調査結果は、他の水域と比較しても特に問題となる状況ではありませんでした。平成17
年度の結果においても、水質、底質共に環境基準に適合していました。
なお、汚染事件の原因となった焼却施設は、稼働を停止した状態で厳重に保管されておりますが、施設が
撤去されるまでの間、監視を継続します。

平成12年12月に環境庁（現環境省）を通じ、厚木基地に隣接する産業廃棄物処分場の土壌から高濃度の
ダイオキシン類が検出されたとの情報を受け、平成13年2月に確認調査を実施したところ、産業廃棄物処分
場の表層土壌のダイオキシン類濃度が最高で6,300pg-TEQ/gであることを確認しました。そこで、平成13
年度に汚染源究明調査を実施しましたが、汚染源の特定はできませんでした。平成14年度には土壌汚染の
範囲を特定するとともに、隣接する蓼川への影響を調査したところ、土壌は450～24,000pg-TEQ/g、蓼川
の水質は0.23～0.33pg-TEQ/L、底質は38～130pg-TEQ/gでした。
この結果を受けて、平成15年度に土地所有者が環境基準値超過部分の土壌を撤去する工事を行いました。

そこで、汚染土壌撤去後の土壌の調査と、撤去工事による河川への影響の有無について調査を実施したとこ
ろ、いずれも環境基準に適合しており、汚染はありませんでした。平成16年度及び17年度には、撤去工事
の直下及び200m下流の2地点で水質及び底質を調査しましたが、全て環境基準に適合していました。
本地域については、工事後3年間調査を実施した結果、環境基準値の超過が認められませんでしたので、

平成17年度で監視調査を終了しました。

（2） 引地川水系下流域（藤沢市内）

（3） 引地川水系上流域（蓼川）周辺地域（綾瀬市内）
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周辺環境確認調査実施地域 

図19 平成17年度調査実施地域
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■ その他の県内におけるダイオキシン類汚染の事例と対応
神奈川県内で発生したその他のダイオキシン類による汚染事例のうち、すでに対応が終了し、汚染の流出
等が認められなかったものを次に記します。


